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序　　文

日本国政府はエティオピア連邦民主共和国政府の要請に基づき、同国の給

水計画にかかる予備調査を行うことを決定し、国際協力事業団は、平成 14

年 11月より平成 14年 12月まで予備調査団を現地に派遣しました。

この報告書が、今後予定される基本設計調査の実施、その他関係者の参考

として活用されれば幸いです。

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感

謝申し上げます。

　平成 15年 1月
国　際　協　力　事　業　団

理事　吉永　國光
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第 1章　調査の概要

1-1　調査の背景・経緯

エティオピア連邦民主共和国（以下、「エ」国という）は東アフリカに位置し、北は

エリトリア、北東はジブチ、東にソマリア、南にケニア、西はスーダンに囲まれ、「ア

フリカの角」地域の中心にある内陸国である。総面積は約109.7 万平方キロメートル（日

本の約3倍）、人口6,430 万人（2000 年、世銀）である。国土の約2/3 は標高 1,500ｍ

～3,000ｍの高地であり、北東部から南西部へ大地溝帯が貫いている。

「エ」国経済は、17年に及ぶ内戦や旱魃により極度に疲弊したが、暫定政府下の1991

年 11 月に民間セクター重視、政府管理縮小及び統制撤廃、重点的再建分野策定等を原

則とする新経済政策「農業開発主導の産業化政策（ADLI）」を策定した。1995 年 1月に

は同計画をレビューする形で、「開発、平和及び民主主義のための計画（略称「国家開

発 5カ年計画」）」を策定し、農業生産性拡大、教育、道路、公衆衛生等を最重点目標に

据えてきた。以降、経済は安定性を回復し、実質経済成長率は年平均約6％を達成し、

インフレ率は5％以下に抑えられた。しかし、1998年に入り、旱魃による農業生産の落

ち込みや、主要輸出品目であるコーヒーの世界的な価格低迷により、GDP がマイナスを

記録し、加えてエリトリアとの国境紛争による難民・避難民が大量発生し、「エ」国経

済に打撃を加えた。「エ」国政府はこのような紛争後の経済課題に取り組むべく、2000

年に、国家開発5カ年計画の反省に基づき見直しをした「第 2 次国家開発 5 カ年計画」

を策定した。また、2002 年には、同計画に基づき貧困削減戦略ペーパー（SDPRP）が策

定された。

「エ」国における全国給水普及率は24%であり、都市部では77%に達しているものの、

地方部では 13%（WHO Global Water Supply and Sanitation Assessment 2000）と、ア

フリカ諸国地方部平均の 47％と比較しても極めて低い数値となっており、生活用水確

保に多大な時間と労力を費やさざるを得ない状況は、農村地域の貧困を助長する一因と

なっている。

給水事業は、1994 年に発足した新政府の地方分権化政策に基づき、地方州政府（現

在 11 州）に移管されたが、各州政府が独自に給水事業を展開するためには、技術者の

育成とともに機材の整備が早急に必要である。人材育成に関しては、我が国は、プロジ

ェクト方式技術協力「地下水開発・水供給訓練計画」（1998 年 1 月�2003年 1月。2003

年 1月より 2 年間のフォローアップ）を通し、地下水開発・水供給事業に従事する技術
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者や村落普及員に対する訓練に協力している。

この状況の下、「エ」国政府は我が国に対し、井戸掘削関連機材の調達及び給水施設

建設を内容とした 6 件の無償資金協力を要請してきた。我が国は対「エ」国協力の重点

課題として水分野を位置づけており、給水状況改善への協力の意義は高い。しかしなが

ら、要請6案件には、緊急性が低い等実施の妥当性が低いと考えられる案件も含まれて

おり整理が必要と判断され、今次予備調査の実施に至ったものである。

1-2　調査の目的

　各要請案件の内容、実施体制等を調査の上、案件の緊急度・妥当性を確認し、無償資

金協力の基本設計調査実施の可能性の検討に必要な資料・情報を収集することを目的と

して本予備調査が実施された。

　

1-3　各案件の当初要請内容

（1-3-1）「旱魃の影響を受けやすい地域における地下水開発・地方給水計画（アムハラ

州）」

　　要請内容：掘削機 2 台を含む地下水開発関連機材の調達。10 箇所の給水施設建設

（レベル2）及び技術移転

　　要請金額：約10.6 億円

（1-3-2）「南部諸民州ダウロ地区地下水開発計画」

　　要請内容：掘削機 1 台を含む地下水開発関連機材の調達。80 箇所のレベル 2 給水

施設建設、60箇所のレベル1給水施設建設。GIS センターの建設。

　　要請金額：約9.6 億円

（1-3-3）「南部諸民州水供給計画」

　　要請内容：掘削機 2 台を含む地下水開発関連機材の調達。50 箇所のレベル 1 給水

施設建設

　　要請金額：約9.1 億円

（1-3-4）「低地旱魃地域の地方給水開発計画（オロミア州）」

　　要請内容：掘削機2台を含む地下水開発関連機材の調達。120 箇所のレベル2給水

施設建設。80箇所のレベル1給水施設建設

　　要請金額：約19.2 億円

（1-3-5）「アファール・ソマリ州地方給水計画」

　　要請内容：掘削機含む地下水開発関連機材の調達。2 州で 50 箇所のレベル 1 給水
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施設建設

　　要請金額：約10.5 億円

（1-3-6）「3地方都市給水計画」

　　要請内容：オロミア州2都市、南部諸民州1都市におけるレベル2給水施設の建設

　　要請金額：約31.21億円

1-4　調査団の構成

　総括　　　　　　：矢部哲雄　国際協力事業団無償資金協力部審査室調査役

　計画管理　　　　：宇野純子　国際協力事業団無償資金協力部業務1課

　地下水開発計画 I：高柳健二　株式会社エヌジェーエス・コンサルタンツ

　地下水開発計画 II：崎山信勝　株式会社エヌジェーエス・コンサルタンツ

1-5　調査行程

　調査は、平成 14年 11月 16日から 12月 31日まで実施された。このうち、11月 30

日までは官団員が参加した。行程を以下の表 1-1、1-2に示す。

表１�１　予備調査行程（官団員参加期間）

日順／日付 団　長 計画管理、地下水開発I、II 宿泊地

1 11月16日 土 移動：成田～ロンドン 機中

2 17日 日

移動：ﾛﾝﾄﾞﾝ～ｱﾃﾞｨｽｱﾍﾞﾊﾞ

視察：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「地下水開

発・水供給訓練計画」ﾓﾃﾞﾙ地区視察

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

3 18日 月

打合：JICAｴﾃｨｵﾋﾟｱ事務所

表敬：在ｴﾃｨｵﾋﾟｱ日本国大使館

協議：水資源省（MoWR）財務経済開発省

（MoFED）

4 19日 火
協議：MoFED

移動：～アワサ
ｱﾜｻ
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5 20日 水
移動：～フランク

フルト

協議：南部諸民州

州政府水・鉱山・エネルギー開発

局（WMERDB）、給水施設建設公社

（WWCE）

6 21日 木
移動：～アディス

アベバ
踏査：修理工場，対象サイト

打合：JICAｴﾃｨｵﾋﾟ

ｱ事務所
移動：～アディスアベバ

7 22日 金
移動：～バハルダール

団内協議

8 23日 土
踏査： WWCE、レベル2給水施設視察（無償資金協力「地方

都市給水計画」サイトのウエロタ町）

9 24日 日 踏査：案件対象サイト（サラマヤ村）

10 25日 月 協議：アムハラ州　WMERDB、WWCE

ﾊﾞﾊﾙﾀﾞｰ

ﾙ

11 26日 火
移動：～アディスアベバ

情報交換：UNICEF

12 27日 水
ミニッツ協議・署名：MoFED、情報交換：WB, NGO - Water

Action

13 28日 木
協議：MoFED（連邦政府資料収集に係る省間調整の依頼）

報告：在ｴﾃｨｵﾋﾟｱ日本国大使館、JICAｴﾃｨｵﾋﾟｱ事務所

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

14 29日 金 移動：～ロンドン 機中

15 30日 土 移動：～成田

表１－２　予備調査行程（官団員離任後コンサルタンツ団員）

日順／日付 地下水開発計画 I 宿泊地 地下水開発計画　II 宿泊地

14 11月29日 金 協議：MoWR，オロミア 協議：MoFA, MoWR

15 30日 土 資料整理

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ 資料整理，報告書作成

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

16 12月01日 日 移動：～アワサ ｱﾜｻ
移動：～コンボルチャ

踏査：アムハラ州東部

ｺﾝﾎﾞﾙﾁ

ｬ
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17 2日 月

移動：～アサイタ

協議：アファール州，踏

査

ｱｻｲﾀ

18 3日 火
協議：資料収集

移動：～アワシュ
ｱﾜｼｭ

19 4日 水

協議・資料収集・踏査：

南部諸民州

移動：～アサブタファリ

協議：アサブタファリ町

ｱｻﾌﾞﾀﾌ

ｧﾘ

20 5日 木 移動：～アディスアベバ
協議：資料収集，踏査

移動：～アディスアベバ

21 6日 金 資料整理

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ
協議：MoFED，MoWR

22 7日 土 移動：～ジンマ ｼﾞﾝﾏ 資料整理，報告書作成

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

23 8日 日 移動：～ミザンタファリ 移動：～ジジガ，踏査

24 9日 月 ミザンタファリ協議・踏査

ﾐｻﾞﾝﾀﾌ

ｧﾘ

25 10日 火 移動：～ジンマ ｼﾞﾝﾏ

協議・資料収集・踏査：

ソマリ州

ｼﾞｼﾞｶﾞ

26 11日 水 移動：～アディスアベバ
ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

移動：～アディスアベバ

協議：MoWR，MoFA

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

27 12日 木
オロミヤ協議・資料収集

移動：～メキ

移動：～バハルダール

協議：アムハラ州

28 13日 金 メキ踏査

ﾒｷ

資料収集：アムハラ州

29 14日 土 移動：～アディスアベバ 踏査：対象地区

30 15日 日 資料整理 資料整理，報告書作成

31 16日 月 踏査：対象地区

32 17日 火 資料収集：アムハラ州

33 18日 水

協議・資料収集：

オロミヤ州

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

他局訪問：Health Bureau

34 19日 木 合同協議：局／公社

35 20日 金

移動：～アワサ（メキ）

協議・踏査：南部諸民州
ﾒｷ
資料内容確認・調整

ﾊﾞﾊﾙﾀﾞ

ｰﾙ

36 21日 土 移動：～アディスアベバ 移動：～アディスアベバ

37 22日 日 資料整理、報告書作成

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ 資料整理，報告書作成

ｱﾃﾞｨｽｱ

ﾍﾞﾊﾞ

38 23日 月 資料収集：オロミア州

資料収集：内務省

（MoFA）、井戸掘削事業

団（WWDE）
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39 24日 火
視察：水資源省ｱﾃﾞｨｽｱﾍﾞﾊﾞ

訓練ｾﾝﾀｰ、WWDE

視察：水資源省ｱﾃﾞｨｽｱﾍﾞ

ﾊﾞ訓練ｾﾝﾀｰ、WWDE

40 25日 水
資料収集：MoFED，

MoWR

41 26日 木

資料収集：オロミア州

見積収集：WWDE

42 27日 金
報告：在ｴﾃｨｵﾋﾟｱ日本国大使館、JICAｴﾃｨｵﾋﾟｱ事務所

最終調整：MoFED

43 28日 土 資料整理，報告書作成，帰国準備

44 29日 日 移動：ｱﾃﾞｨｽｱﾍﾞﾊﾞ～ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾛﾝﾄﾞﾝ

45 30日 月 移動：ﾛﾝﾄﾞﾝ～ 機中

46 31日 火 成田着

Note:現地での移動手段は，バハルダールとジジガへは空路，それ以外の移動は全て陸路による。

1-6　主要面談者

＜エティオピア国側：中央政府（その他）＞

• Mr. Hailemichael KINFU Head, Bilateral Cooperation Department,

Ministry of Finance and Economic Development

(MoFED )

• Mr. Gebremendhire BIREGA Japan Desk Officer, Expert, Asia, Australia

& Middle East Countries Team, MoFED

• Dr. Mohamed Ahemed HAGOS Chief Engineer (Advisor), Ministry of Federal

Affairs (MoFA )

• Mr. Gulilat BIRHANE Head, Planning & Projects Department,

Ministry of Water Resources (MoWR )

• Ms. Wubua MEKONNEN Team Leader, Planning & Projects Department,

MoWR

• Mr. Berele SENBETE General Manager, Water Resources Development

Fund, MoWR

• Mr. Birhanu WENDAFEREW President, Water Well Drilling Enterprise
WWDE

＜エティオピア国：アファール州政府＞

• Mr. Abdul Khadr MOHAMED Head, Water, Mines and Energy Resources

Development Bureau (WMERDB)
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• Mr. Gerachew BAKELE Head, Plan & Program Section, WMERDB

＜エティオピア国：ソマリ州政府＞

• Mr. Hamza IBRAHIM Head, WMERDB

• Mr. Ali MOHAMED Head, Engineering Section, WMERDB

＜エティオピア国：アムハラ州政府＞

• Mr. Alemeyew MEHONEN Deputy Bureau Head, Water and Mines and Energy

Development Bureau (WMEDB)

• Mr. Teshome MARU General Manager, Water Works Construction
Enterprise (WWCE)

＜エティオピア国：オロミア州政府＞

• Mr. Geleta GUDETA Head, Contract Administration & Construction

Supervision Department, Water Resources

Bureau (WRB)

• Mr. Taye ALEMAYEHU Head, Water Resources Management Department,

WRB

• Mr. Gossa WOLDE General Manager, WWCE

• Mr. Tilahun Gebre TSADIK Head, Assab Tafari Water Supply Service

• Mr. Damtew LAMA Head, Operation and Maintenance Department,
Meki Water Supply Service

＜エティオピア国：南部諸民州政府＞

• Mr. Asfaw Dingamo         Bureau Head, Water and Mines Development Bureau

(WMDB)

• Mr. Getacho              Team Leader, Design and Study (WMDB )

• Mr. Tilahun Sirka        General Manager, South Water Construction

Enterprise (SWCE)

• Mr. Mesfin GIWORD Head, Mizan Tafari Water Supply Service

＜他ドナーおよび NGO＞

• Mr. Girma HAILU Assistant Resident Representative, UNDP

• Mr. Hans SPRUIJT Chief, Water, Environment and Sanitation
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(WES), UNICEF

• Mr. Sampath KUMAR Project Officer, WES, UNICEF

• Mr. Yitbarek TESSEMA Operations Officer, Water & Urban, World Bank

• Mr. Girma MENGISTU Executive Director, Water Action (NGO)

• Mr. Arne SAEVERASS Country Director, Norwegian Church Aid (NGO)

＜日本国側：「地下水開発・水供給訓練計画」派遣専門家＞

• 菊池　剛 長期専門家（チーフアドバイザー）

• 鈴木　高志　　　　長期専門家（掘削技術）

• 北詰　秋乃　　　　長期専門家（Women in Development）  　

• 藤山　剛敏　　　　短期専門家（給水計画）

＜日本国側:政府関係者＞

• 庵原　宏義 特命全権大使

• 福田　和弘 一等書記官

• 萩野　宏之 二等書記官

• 江端　義徳 JICA エティオピア事務所 所長

• 住吉　央 JICA エティオピア事務所 所員

• 矢部　優慈郎 JICA エティオピア事務所 所員

1-7　調査結果概要

1-7-1　調査結果概要

　今次予備調査の調査対象は、前項1-3 に示す6案件であった。しかし、類似する2案

件を要請していた南部諸民州と協議の結果、この2案件を1案件に統合して再度要請す

るとの意志が確認され、最終的には「エ」国からの要請は5案件となった。各案件の要

請事業概要、実施機関の現況と問題点を表1-3 に示す（各案件の詳細については本報告

書の第3章以降を参照）。

　この5案件について、ミニッツにおいてMoFED と確認した案件選定の判断基準などに



ア
ム
ハ
ラ
州

旱
魃
影
響
地
域
地
下
水
開
発

地
方
給
水
計
画

オ
ロ
ミ
ア
州

旱
魃
影
響
低
地

地
方
給
水
開
発
計
画

南
部
諸
民
州

地
下
水
開
発
計
画

責
任
機
関

連
邦
内
務
省
（
低
開
発
州
と
都
市
開
発
を
所
管
）

ア
ム
ハ
ラ
州
政
府

オ
ロ
ミ
ヤ
州
政
府

南
部
諸
民
州
政
府

連
邦
水
資
源
省
（
先
行
４
州
の
地
方
都
市
給
水
に
関
与
）

10
.7
1億
円
（
円
積
算
，
変
更
な
し
）

9.
65
億
円
（
為
替
変
動
）

16
.2
5億
円
（
修
正
）

13
.7
8億
円
（
修
正
）

31
.3
9億
円
（
修
正
）

機
材
調
達
費
の
一
括
金
額
表
示

施
設
建
設
費
の
見
積
未
作
成

技
術
協
力
費
の
見
積
未
作
成

施
設
建
設
：

10
サ
イ
ト
の
み
積
算

残
り

25
サ
イ
ト
は
上
述
平
均
額

見
積
項
目
：
搬
入
費
，
掘
削
費
，
井

戸
材
料
費
，
仕
上
げ
費
，
試
験
費

（
検
層
・
揚
水
・
水
質
）

＊
人
件
費
，
揚
水
設
備
費
が
抜
け

資
材
調
達
・
施
設
建
設
は
個
別
積
算

し
，
機
材
調
達
は
未
積
算
。

全
体
と
し
て
要
請
金
額
は
同
額
。

資
材
調
達
：
井
戸
管
材
料
費

施
設
建
設
：
ほ
ぼ
全
項
目
を
含
む

機
材
調
達
と
資
材
調
達
の
積
算

機
材
調
達
：
全
項
目

資
材
調
達
：
井
戸
建
設
資
材
，
揚
水

設
備
（
手
押
し
ポ
ン
プ
・
水
中
ポ
ン

プ
・
発
電
機
）

機
材
調
達
と
施
設
建
設
の
積
算

機
材
調
達
：
全
項
目

施
設
建
設
：
ほ
ぼ
全
項
目
を
含
む

＊
水
源
調
査
費
は
含
ま
ず

11
.2
1億
円
（
変
更
な
し
）

井
戸
建
設
費
，
導
配
水
管
建
設
費
，

機
械
・
電
気
設
備
費

＊
水
源
調
査
費
は
含
ま
ず

8.
66
億
円
（
井
戸
本
数
変
更
）

井
戸
建
設
費
，
導
配
水
管
建
設
費
，

機
械
・
電
気
設
備
費

＊
水
源
調
査
費
は
含
ま
ず

11
.5
2億
円
（
変
更
な
し
）

表
流
水
取
水
施
設
・
水
処
理
施
設
建

設
費
，
貯
水
槽
・
減
圧
槽
建
設
費
，

導
配
水
管
建
設
費

＊
水
源
調
査
費
・
電
力
引
込
費
は
含

ま
ず

上
位
計
画

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
：
最
終
目
標

実
施
計
画
：
な
し
（
局
長
決
定
）

水
源
調
査
：
経
験
よ
り

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
：
最
終
目
標

実
施
計
画
：
な
し
（
経
験
的
決
定
）

水
源
調
査
：
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
活
用

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
：
最
終
目
標

旱
魃
郡
　
：
農
業
生
産
率

水
源
調
査
：
地
下
水
ア
セ
ス
メ
ン
ト

５
ヶ
年
８
地
区
３
０
郡
３
０
９
施
設

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
：
最
終
目
標

実
施
計
画
は
未
策
定

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
：
最
終
目
標

実
施
計
画
は
未
策
定

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
･
：
最
終
目
標

Ｆ
Ｓ
･
Ｄ
Ｒ
：
水
資
源
省

12
町
給
水
計
画
策
定

19
95
年

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
･
：
最
終
目
標

Ｆ
Ｓ
･
Ｄ
Ｒ
：
水
資
源
省

12
町
給
水
計
画
策
定

19
95
年

Ｗ
Ｓ
Ｄ
Ｐ
･
：
最
終
目
標

Ｆ
Ｓ
･
Ｄ
Ｒ
：
水
資
源
省

12
町
給
水
計
画
策
定

19
95
年

実
施
機
関

州
Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ

州
Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ

州
Ｗ
Ｍ
Ｒ
Ｄ
Ｂ

州
Ｗ
Ｒ
Ｂ

州
Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ

州
Ｗ
Ｒ
Ｂ

州
Ｗ
Ｒ
Ｂ

州
Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ

関
連
機
関

な
し

（
州
Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ
：
設
立
予
定
）

州
Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ

州
Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ

州
Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ

各
Ｚ
Ｃ
と
町
Ｗ
Ｓ
Ｓ

各
Ｚ
Ｃ
と
町
Ｗ
Ｓ
Ｓ

各
Ｚ
Ｃ
と
町
Ｗ
Ｓ
Ｓ

機
材
調
達

機
材
内
容

対
象
地
域

地
下
水
開
発
機
械
　
　
１
台

リ
グ
能
力
　
掘
さ
く
　
２
０
０
ｍ

工
事
支
援
車
輌
　
　
各
１
式

調
査
・
試
験
機
器
　
各
１
式

通
信
機
器
　
　
　
　
　
１
式

地
溝
帯
西
部
：
　
　
全
５
地
区

地
下
水
開
発
機
械
　
　
１
台

リ
グ
能
力
　
掘
さ
く
　
４
５
０
ｍ

工
事
支
援
車
輌
　
　
各
１
式

調
査
・
試
験
機
器
　
各
１
式

通
信
機
器
　
　
　
　
　
１
式

東
部
低
地
平
原
：
　
　
５
地
区

地
下
水
開
発
機
械
　
　
２
台

リ
グ
能
力
　
掘
さ
く
　
２
５
０
ｍ

井
戸
改
修
用
機
械
　
　
１
台

工
事
支
援
車
輌
　
　
各
１
式

調
査
・
試
験
機
器
　
各
１
式

旱
魃
＋
調
査
完
了
：
　
８
地
区

地
下
水
開
発
機
械
　
　
２
台

井
戸
改
修
用
機
械
　
　
２
台

工
事
支
援
車
輌
　
　
各
１
式

調
査
・
試
験
機
器
　
各
１
式

実
施
計
画
は
未
策
定

地
下
水
開
発
機
械
　
　
３
台

工
事
支
援
車
輌
　
　
各
１
式

調
査
・
試
験
機
器
　
各
１
式

通
信
機
器
　
　
　
　
　
１
式

実
施
計
画
は
未
策
定

な
し

な
し

な
し

資
材
調
達

資
材
内
容

対
象
地
区

な
し

な
し

浅
井
戸
用
管
１
４
４
井
分

深
井
戸
用
管
　
５
６
井
分

揚
水
設
備
は
設
計
未
完
了
で
未
要
請

６
地
区
２
０
郡
１
６
３
村

深
井
戸
・
給
水
管
２
０
０
ヶ
所
分

水
中
ポ
ン
プ
：
　
　
１
２
０
台

手
押
し
ポ
ン
プ
：
　
　
８
０
台

８
地
区
５
１
郡

な
し

水
源
・
導
水
用
の
予
備
揚
水
ポ
ン
プ

と
予
備
発
電
機

配
水
管
の
布
設
替
え
用
管

設
備
用
予
備
品

（
施
設
に
付
帯
）

設
備
用
予
備
品

（
施
設
に
付
帯
）

施
設
建
設

建
設
数

施
設
内
容

井
戸
給
水
施
設
：
１
５
ヶ
所

調
達
リ
グ
活
用
の
深
井
戸
建
設
，

レ
ベ
ル
Ⅰ
，
水
中
ポ
ン
プ
＋
ソ
ー
ラ

発
電
機
×
１
５
ヶ
所
，
貯
水
槽

井
戸
給
水
施
設
：
３
５
ヶ
所

調
達
リ
グ
活
用
の
深
井
戸
建
設
，

レ
ベ
ル
Ⅰ
，
水
中
ポ
ン
プ
＋
ソ
ー
ラ

発
電
機
×
２
０
ヶ
所
＋
エ
ン
ジ
ン
発

電
機
×
１
５
ヶ
所
，
貯
水
槽

深
井
戸
給
水
施
設
：
１
０
ヶ
所

調
達
リ
グ
活
用
の
深
井
戸
建
設

レ
ベ
ル
Ⅰ
，
水
中
ポ
ン
プ
，
エ
ン
ジ

ン
発
電
機
（
ソ
ー
ラ
へ
変
更
の
可
能

性
あ
り
）
×
１
０
ヶ
所
，
貯
水
槽

な
し

浅
井
戸
施
設
（
手
押
）
４
０
ヶ
所

レ
ベ
ル
Ⅰ

深
井
戸
施
設
（
水
中
）
８
０
ヶ
所

レ
ベ
ル
Ⅱ
，
発
電
機
，
高
架
水
槽
，

給
水
栓
（
複
数
）

井
戸
水
源
の
建
設
：
　
１
９
井

揚
水
ポ
ン
プ
設
備
：
　
２
８
ヶ
所

導
水
管
：
　
　
　
　
　
６
．
２

km
配
水
管
：
　
　
　
　
４
３
．
３

km
配
水
池
：
　
　
　
　
　
１
池

井
戸
建
設
：
　
　
　
　
６
台

水
中
ポ
ン
プ
：
　
　
　
８
台

送
配
水
管
：
　
　
　
３
１
．
６
k
m

貯
水
槽
：
　
　
　
　
　
１
式

塩
素
滅
菌
設
備
：
　
　
１
式

表
流
水
取
水
施
設
：
　
１
式

水
処
理
施
設
：
　
　
　
１
式

貯
水
槽
・
減
圧
槽
：
各
１
式

塩
素
滅
菌
設
備
：
　
　
１
式

配
水
管
：
　
　
　
　
２
７
．
８
k
m

技
術
協
力

施
設
建
設
参
画
：
機
械
操
作
・
維
持

管
理
・
修
理
の
技
術
・
技
能
者

（
カ
リ
テ
ィ
と
の
整
合
性
を
考
慮
）

機
材
維
持
管
理
計
画
策
定

機
材
維
持
管
理
計
画
策
定

施
設
維
持
管
理
計
画
策
定

給
水
施
設
の
運
転
管
理

給
水
施
設
の
運
転
管
理

給
水
施
設
の
運
転
管
理

第
１
～
第
４
：
計
４
地
区

９
郡
，
３
町
１
２
村
落
の
１
５
ヶ
所

実
施
機
関
は
地
方
都
市
給
水
も
管
轄

ジ
ジ
ガ
，
シ
ニ
レ
：
計
２
地
区

１
０
郡
，
３
０
町
４
？
の
３
５
ヶ
所

実
施
機
関
は
地
方
都
市
給
水
も
管
轄

南
ゴ
ン
ダ
ー
，
オ
ロ
ミ
ヤ
，
南
ウ
ェ

ロ
，
北
ウ
ェ
ロ
：
計
４
地
区

５
郡
１
町
９
村
の
１
０
ヶ
所

な
し

シ
ダ
マ
，
ガ
ム
ゴ
フ
ァ
，

ウ
ォ
ラ
イ
タ
，
シ
ル
テ
ィ
，

グ
ラ
ギ
エ
，
ダ
ウ
ロ
，
コ
ン
タ
，

ア
ラ
バ
：
計
８
地
区

ア
サ
ブ
タ
フ
ァ
リ
町
（
給
水
区
域
）

ジ
ェ
ロ
川
下
流
１
５
ｋ
ｍ

（
水
源
地
）

マ
キ
町
（
給
水
区
域
）

マ
キ
川
上
流
（
水
源
地
）

ミ
ザ
ン
タ
フ
ァ
リ
町
（
給
水
区
域
）

ガ
チ
ョ
ウ
ブ
川
上
流
３
ｋ
ｍ

（
取
水
地
）

計
６
地
区
，
１
９
郡
，
３
３
町
１
２
村
４
不
明

４
地
区
５
郡
１
町
９
村

６
地
区
２
特
別
郡
９
５
村

現
在
の

組
織
体
制

Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ
（
総
員
１
２
８
名
）

管
理
技
術
者
：
　
　
　
　
　
９
名

建
設
技
能
者
：
　
　
　
　
１
０
名

管
理
・
技
能
者
数
・
能
力
と
も
不
足

技
術
者
の
半
数
を
連
邦
か
ら
派
遣

Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ
（
総
員
２
７
６
名
）

管
理
技
術
者
：
　
　
　
　
２
８
名

建
設
技
能
者
：
　
　
　
１
０
５
名

管
理
者
数
・
能
力
の
不
足

Ｗ
Ｍ
Ｒ
Ｄ
Ｂ
（
総
員
９
４
名
）

水
源
開
発
：
　
　
　
２
０
名

施
設
建
設
：
　
　
　
１
３
名

Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ
（
総
員
１
０
７
名
）

技
術
・
技
能
：
　
　
３
９
名

設
計
／
機
械
で
人
員
・
能
力
不
足

Ｗ
Ｒ
Ｂ
　
　
　
（
総
員
９
７
名
）

Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ
（
技
術
者
１
６
７
人
）

井
戸
建
設
技
師
：
　
　
５
６
名

水
資
源
技
師
：
　
　
　
２
４
名

Ｗ
Ｍ
Ｅ
Ｒ
Ｄ
Ｂ
（
技
術
者
３
６
名
）

水
資
源
部
：
　
　
　
　
　
　
３
名

給
水
衛
生
部
：
　
　
　
　
１
５
名

Ｗ
Ｗ
Ｃ
Ｅ
　
　
（
総
員
２
４
３
名
）

井
戸
建
設
部
：
　
　
　
　
３
８
名

給
水
施
設
建
設
部
：
　
　
３
２
名

管
理
部
：
８
名

財
務
部
：
７
名

施
設
部
：
７
名

計
２
３
名
（
＋
公
社
社
長
）

局
総
勢
：
　
３
５
名

（
う
ち
近
郊
町
給
水
管
理
８
名
）

維
持
管
理
部
：
７
名

（
う
ち
配
管
工
３
名
）

局
総
勢
：
　
２
４
名

維
持
管
理
部
：
６
名

（
う
ち
配
管
工
４
名
）

近
年
の

財
務
状
況

水
源
開
発
（
千
単
位
　
州
歳
出
率
）

19
97
年
：

05
,1

58
B

ir
r（

05
.0
％
）

19
98
年
：

21
,9

81
B

ir
r（

17
.1
％
）

19
99
年
：

09
,0

80
B

ir
r（

09
.9
％
）

水
局
＋
灌
漑
局
の
経
常
＋
事
業
支
出

局
歳
出
（
千
単
位
　
州
歳
出
費
）

19
99
年
：

3,
94

2B
ir

r（
2.

6％
）

20
00
年
：

4,
27

9B
ir

r（
2.

6％
）

20
01
年
：

4,
12

5B
ir

r（
1.

9％
）

水
局
の
経
常
＋
事
業
支
出

局
歳
出
（
千
単
位
　
州
歳
出
費
）

19
98
年
：

57
,4

61
B

ir
r（

6.
4％
）

19
99
年
：

36
,8

59
B

ir
r（

4.
0％
）

20
00
年
：

27
,9

35
B

ir
r（

2.
7％
）

水
局
の
経
常
＋
事
業
支
出

局
歳
出
（
千
単
位
）

19
99
年
：

27
,3

84
 B

ir
r

20
00
年
：

19
,1

26
 B

ir
r

20
01
年
：

26
,1

80
 B

ir
r

水
局
の
事
業
支
出

局
歳
出
（
千
単
位
）

19
99
年
：

18
,0

00
 B

ir
r

20
00
年
：

21
,0

00
 B

ir
r

20
01
年
：

24
,0

00
 B

ir
r

水
局
の
経
常
＋
事
業
支
出

年
度

   
 歳
入
　
　
歳
出
　
　
収
支

19
99

01
44

,8
35

01
34

,1
46

00
+

10
,6

89
20

00
02

21
,3

60
02

10
,9

42
00

+
10

,3
18

20
01

02
39

,7
38

02
27

,4
06

00
+

12
,3

32
発
電
機
運
転
に
よ
る
増
収

年
度

   
 歳
入

   
 支
出

   
  収
支

20
01

 2
06

,7
54

  1
95

,8
98

  1
0,

85
6
年
度

   
 歳
入

   
 支
出

   
  収
支

20
01

 1
52

,3
15

  1
52

,1
40

   
 1

75

現
在
の

所
有
機
材

稼
動
不
能
：
３
台
（
３
０
年
以
上
）

稼
動
可
能
：
０
台

稼
動
不
能
：
１
台

稼
動
中
：
　
４
台
（
３
年
未
満
）

要
修
理
：
　
２
台

稼
動
不
能
：
　
２
台

据
付
け
専
用
：
２
台

稼
動
中
：
　
　
６
台
（
２
台
新
品
）

修
理
中
：
　
　
１
台
（
５
年
）

適
正
能
力
稼
動
中
：
１
１
台

能
力
低
下
稼
動
中
：
　
２
台

適
正
能
力
稼
動
中
：
　
３
台

能
力
低
下
稼
動
中
：
　
１
台

機
能
停
止
：
　
　
　
　
１
台

特
段
な
し

特
段
な
し

特
段
な
し

20
01
年
度

施
工
実
績

深
井
戸
：
１
ヶ
所

リ
グ
は
Ｍ
ｏ
Ｗ
Ｒ
か
ら
借
用

深
井
戸
：
１
１
ヶ
所

浅
井
戸
：
１
０
ヶ
所

深
井
戸
：
１
７
ヶ
所

浅
井
戸
：
１
３
ヶ
所

深
井
戸
：
　
５
８
ヶ
所

浅
井
戸
：
１
０
４
ヶ
所

深
井
戸
：
１
８
ヶ
所

浅
井
戸
：
　
５
ヶ
所

漏
水
削
減
：
配
水
管
布
設
替
え

取
水
増
加
：
非
常
用
発
電

特
段
な
し

特
段
な
し

年
間

施
工
能
力
深
井
戸
：
数
ヶ
所

リ
グ
は
Ｍ
ｏ
Ｗ
Ｒ
か
ら
借
用

深
井
戸
：
８
５
ヶ
所

深
井
戸
：
１
８
ヶ
所

浅
井
戸
：
１
２
ヶ
所

深
井
戸
：
　
５
８
ヶ
所

浅
井
戸
：
１
０
４
ヶ
所

深
井
戸
：
２
１
ヶ
所

浅
井
戸
：
１
３
ヶ
所

収
入
に
よ
り
，
外
注
／
作
業
員
雇
用

は
可
能

特
段
な
し

特
段
な
し

給
水
施
設

問
題
点
水
量
：
間
隙
水
（
堆
積
層
）

水
質
：
塩
分
・
フ
ッ
素

水
量
：
間
隙
水
（
堆
積
層
）

水
質
：
塩
分
・
フ
ッ
素

水
量
：
亀
裂
水
（
硬
岩
）

水
質
：
鉄
，
フ
ッ
素
，
酸
性

水
量
：
亀
裂
水
（
硬
岩
）

水
質
：
鉄
，
フ
ッ
素
，
塩
分

水
量
：
亀
裂
水
（
硬
岩
）

水
質
：
鉄
，
フ
ッ
素
、
塩
分

給
水
量
増
加
：
井
戸
水
源
，
常
設
発

電
機
，
配
水
池

高
フ
ッ
素
濃
度
。
試
験
井
（
深
度

10
5m
）
底
部
に
塩
水
あ
り
。

給
水
量
増
加
（
深
井
戸
１
本
、

10
分

揚
水
・

40
分
水
位
回
復
）

管
理
・
技
術
面
で
の
フ
ォ
ロ
ー
（
Ｎ

Ｇ
Ｏ
草
の
根
技
術
協
力
事
業
と
カ
リ

テ
ィ
の
連
携
）
が
機
能
す
れ
ば
，
資

機
材
調
達
に
よ
る
施
工
能
力
強
化
の

達
成
は
期
待
で
き
る
。
施
設
建
設
案

件
は
有
力
。

財
務
増
加
を
条
件
と
し
て
，
管
理
・

施
工
能
力
強
化
の
可
能
性
は
期
待
で

き
る
。
施
設
建
設
案
件
は
，
貧
困
対

策
・
衛
生
改
善
・
紛
争
防
止
の
成
果

が
期
待
で
き
る
。

水
局
の
予
算
措
置
と
，
公
社
の
人
員

補
強
が
必
要
。
要
請
内
容
に
よ
る
事

業
成
果
：
普
及
率
向
上
と
衛
生
改
善

は
多
い
に
期
待
で
き
る
。

水
局
は
、
競
争
入
札
に
よ
り
、
井
戸

建
設
工
事
実
施
。
公
社
は
、
機
械
・

機
器
と
も
に
数
量
が
十
分
で
，
稼
動

状
況
も
良
。
要
請
内
容
の
必
要
性
は

余
り
高
く
な
い
。

水
局
・
公
社
の
人
員
･
能
力
補
強
が

必
要
。
要
請
内
容
に
よ
る
事
業
効
果
：
施
工

能
力
強
化
は
大
き
い
と
判
断
で
き

る
。

財
務
を
更
に
安
定
さ
せ
る
必
要
性
が

大
。
水
源
調
査
（
井
戸
･
河
川
）
が

未
実
施
。

無
償
実
施
に
は
，
乾
期
で
の
水
源
調

査
が
不
可
欠
。

地
下
水
の
水
質
調
査
と
水
処
理
検
討

が
不
充
分
。
浄
水
施
設
の
維
持
管
理

技
術
も
不
安
要
素
あ
り
。
浄
水
処
理

技
術
の
向
上
が
必
要
。

表
流
水
処
理
の
た
め
の
水
処
理
施
設

の
維
持
管
理
が
、
技
術
的
に
困
難
で

あ
る
と
判
断
さ
れ
る
た
め
、
無
償
実

施
に
困
難
を
伴
う
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
0
0
3
年
1
月
1
7
日
　
N
J
S
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ

積
極
的
な
姿
勢
で
は
な
か
っ
た
が
，
以
下
の
内
容
を
要
請
し
た

施
設
建
設
参
画
：
操
作
・
維
持
管
理
・
修
理
の
技
術
・
技
能
者

機
材
維
持
管
理
計
画
策
定

（
以
上
の
項
目
で
カ
リ
テ
ィ
に
よ
る
フ
ォ
ロ
ー
と
連
携
が
必
要
）

要 請 事 業 概 要

Ｏ
〇
〇
〇
Ｏ
案
件
名

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
 
 
Ｏ
Ｏ

報
告
項
目

調
査
団
所
感

協
力
の
方
向
性

表
 
１
－
３
　
「
給
水
計
画
５
要
請
案
件
」
の
調
査
結
果
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
比
較
 
 

現 況 お よ び 問 題 点

ア
フ
ァ
ー
ル
（
左
欄
）
・
ソ
マ
リ
（
右
欄
）
州
地
方
給
水
計
画

オ
ロ
ミ
ア
・
南
部
諸
民
州
三
地
方
都
市
給
水
計
画

オ
ロ
ミ
ヤ
州
：
ア
サ
ブ
タ
フ
ァ
リ
町
（
左
欄
）
，
メ
キ
町
（
中
欄
）

南
部
諸
民
州
：
ミ
ザ
ン
タ
フ
ァ
リ
町
（
右
欄
）

確 認 し た 要 請 内 容

施
設
建
設

対
象
サ
イ
ト

地
区
・
町

支
援
金
額

（
見
積
項
目
）

 エ
テ
ィ
オ
ピ
ア
国
「
給
水
計
画
」
予
備
調
査

－9－
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基づき評価を行った。その結果、調査団としては、「アファール・ソマリ州村落給水計

画」を、基本設計調査実施の最優先案件として選定する。また、第 2 の候補として「旱

魃の影響を受けやすい地域における地下水開発計画（アムハラ州）」、第3の候補として

「南部諸民州地下水開発・建設体制強化計画」を選定する。

　これら案件の選定の理由は、次のとおりである。

　「アファール・ソマリ州村落給水計画」に関しては、対象が「エ」国でも「辺境州」

として位置づけられる特に開発の遅れた貧困な地域であり支援の緊急性が高いこと、し

たがって協力を実施した場合の効果（インパクト）が大きいと考えられること、「エ」

国連邦政府が要請 5 案件中最優先として強調していることである。しかしながら、同案

件は、実施機関の体制が脆弱であること（特にアファール州）、治安状況に留意が必要

であること、水理地質条件から地下水開発の難易度が高いとの見解もあることから、案

件の必要性・妥当性が高いとはいえ、実施が容易な案件とは言い難い。

　「旱魃の影響を受けやすい地域における地下水開発計画（アムハラ州）」に関しては、

同州には給水施設建設公社が存在し、実施機関の組織体制・経験とも問題がないと思わ

れること、旱魃地域に対する給水施設建設の効果が高く案件実施の妥当性が認められる

ことである。

　「南部諸民州地下水開発計画」に関しても、旱魃地域に対する給水施設建設の効果は

高く、案件実施の妥当性が認められる。また、南部諸民州もアムハラ州と同様に給水施

設建設公社を有するが、その施工能力はアムハラ州に比べ改善の余地が大きく、協力実

施によるインパクトが大きいと考えられる。

　一方で、選定から外した2案件についての調査団の見解は次のとおりである。

　まず、「低地旱魃地域の地方給水開発計画（オロミア州）」に関しては、同州も旱魃地

域を抱え給水施設建設の必要性は高い。しかしながら、実施機関（州政府および給水施

設建設公社）は 11 台もの掘削機を良好に維持管理して給水施設建設事業を継続してお

り、技術面・機材面から支援が必要な他州に比べると独自に事業展開していく力がある

と判断され、協力実施の緊急性があまり高くはない。

　「3地方都市給水計画」については、水源の検討、水処理施設の検討等が現段階では

不十分である。また、地方都市給水分野では世銀等が積極的な支援を進めており、「実

施ガイドライン」や「水資源開発基金」を設置している中で、我が国無償資金協力事業

がこれら先行するドナーのガイドラインや基金との整合性をとりながら展開するより

も、必要性・緊急性の高い村落給水分野への要請に応える方が現時点では先決であると

考えられる。
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1-7-2　協力の必要性・意義および我が国協力の方向性

　初めに述べたとおり、「エ」国地方部の給水率はアフリカ諸国平均と比較しても極め

て低い。また、近年は旱魃の影響が非常に深刻であり、連邦政府・各州政府は旱魃対策

の重要性を繰り返し言及しており、調査団滞在中も旱魃対策に対する他ドナーの支援の

広報や食糧の緊急支援の現場を目にした。

　この状況および我が国が対「エ」国協力の重点課題として水分野を位置づけているこ

とを踏まえれば、対象州がどこにせよ、「エ」国において給水状況改善のための協力を

実施することの必要性は高く、旱魃対策として考えればその緊急性も高いといえる。さ

らに、我が国はこれまでに井戸掘削を通じた給水状況の改善に関する分野において、井

戸掘削事業団（現井戸掘削公社）に対する青年海外協力隊派遣、無償資金協力による掘

削機等機材の調達、プロジェクト方式技術協力「地下水開発・水供給訓練計画」での人

材育成と、多岐に渡り支援を展開しており、村落給水分野を重点的に支援してきたこと

から、無償資金協力を同分野で実施することの妥当性もあると言える。

　今後の協力の方向性としては、調査団が最優先案件として選定した「アファール・ソ

マリ州地方給水計画」を実施する場合には、実施機関の体制の強化のために、技術支援

コンポーネントの検討を十分に行うこと、および技術協力との連携・相乗効果の創出が

不可欠である。また、他の案件が基本設計調査の実施対象として採択される場合でも、

案件の持続性（施設の維持管理体制、機材の維持管理体制）の担保が重要であり、いず

れにしても技術支援コンポーネントの検討、技術協力との連携（給水分野全体を見て、

プログラム化による効果的な技術協力の投入）が必要である。

　また、協力にあたっては、各州の給水施設建設事業の今後の見通し（州政府直轄か、

公社化か、民間への委託か）を把握した上で、州の地下水開発事業の継続性に効果をも

たらすよう協力内容をよく検討することが今まで以上に求められる。例えば、州として

公社の施設建設能力を強化する意向があれば、無償資金協力実施の際に必要な機材の調

達とOJT での技術移転を重視することとなるが、いくつかの州は公社の能力はある程度

確保され、問題は事業費が予算化されないことである場合もある。このような例におい

ては、無償資金協力として何ができるのか、最も効果的か、対応方法を打ち出していく

必要があるだろう。

　地方都市給水分野については、前述のとおり世銀等による枠組み作りが大きな流れと

なっている。このような取組に対しても、日本の支援としてはどのような方針で進むこ

ととするか、場当たり的ではない検討が求められていくであろう。
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